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施設の目的及び指定管理者の導入について 

 

 学童クラブは、保護者が就労等により昼間家庭にいない児童に、授業の終了した放課後

及び長期休業日その他学校休業日、土曜日等において、家庭に代わる生活の場を提供し、

適切な遊びや指導を通して、児童の健全育成を図るとともに、子育てと仕事の両立を支援

することを目的とした施設です。 

印西市においては、効果的かつ効率的な管理運営による市民サービスの向上と経費の縮

減等を図るため、すでに複数箇所の学童クラブにおいて指定管理者制度を導入しており、

また、市として取り組まなければならない事業（施設整備等）と民間に任せられる事業

（管理運営等）を役割分担し、運営体制を強化するとともに、民間事業者の柔軟な発想を

活かした事業や運営のノウハウを活用するなど、民間の活力を取り入れることで、放課後

児童健全育成事業の質の向上を図ることを目的として、今後も指定管理者制度を積極的に

導入する予定としております。 

 今回の指定管理者の募集は、「印西市立滝野学童クラブ」、「印西市立牧の原学童クラ

ブ」及び「印西市立牧の原第２学童クラブ」（以下「本施設」という。）について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び印西市立学童クラブの設置

及び管理に関する条例（平成１７年条例第２２号）（以下、「学童クラブ設置管理条例」

という。）第１３条の規定に基づき、行うものです。 

 なお、学童クラブ設置管理条例及び同条例施行規則（令和７年規則第９号）、印西市放

課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第１６

号）等の改正により印西市立学童クラブ（滝野・牧の原・牧の原第２）指定管理者仕様書

（以下「仕様書」という。）と異なることとなった場合は、協議の上でこれらに沿うよう

に仕様を変更することになりますので、ご了承ください。 
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1 施設の概要 

(１) 滝野学童クラブ 

（１）名称 印西市立滝野学童クラブ（滝野小学校敷地内） 

（２）所在地 千葉県印西市滝野五丁目１番地 

（３）施設構造 鉄骨造一部木造、地上１階建 

（４）延床面積 １２８．３９㎡（学童保育室）、１４５．００㎡（小学校（図書室）） 

（５）建築年月 平成１７年９月（学童保育室） 

（６）施設内容 学童保育室（2 部屋）、小学校（図書室） 

（７）定員 １１０名（学童保育室７０名、図書室４０名） 

（８）備考 支援の単位は２ 

（９）資料 仕様書 別紙２「備品一覧」 

 

（２）牧の原学童クラブ 

（１）名称 印西市立牧の原学童クラブ 

（２）所在地 千葉県印西市牧の原三丁目１番地 2 

（３）施設構造 鉄筋コンクリート造、地上１階建 

（４）延床面積 １４２．７８㎡（学童保育室）、６４．８０㎡（小学校（空き教室）） 

（５）建築年月 平成２７年３月（学童保育室） 

（６）施設内容 学童保育室（１部屋）、小学校（空き教室） 

（７）定員 ８０名（学童保育室４５名、空き教室３５名） 

（８）備考 支援の単位は２ 

（９）資料 仕様書 別紙２「備品一覧」 

 

（３）牧の原第２学童クラブ 

（１）名称 印西市立牧の原第２学童クラブ 

（２）所在地 千葉県印西市牧の原三丁目１番地１（牧の原小学校敷地内） 

（３）施設構造 軽量鉄骨造、地上 2 階建 

（４）延床面積 ２９８．１１㎡ 

（５）建築年月 令和５年３月 

（６）施設内容 学童保育室（2 部屋） 

（７）定員 ８０名（４０名×２単位） 

（８）備考 支援の単位は 2 

（９）資料 仕様書 別紙２「備品一覧」 
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2 指定管理者が行う業務 

学童クラブ設置管理条例第１４条に規定する以下の業務（ただし、詳細については仕様書に定

めるとおりとします。）。 

(１) 児童の生活指導に関すること。 

(２) 児童の余暇指導に関すること。 

(３) 学童クラブの入所の許可に関すること。 

(４) 学童クラブの利用料金を徴収すること。 

(５) 学童クラブの入所の許可の取消しに関すること。 

(６) 学童クラブの維持管理に関すること。 

3 指定の期間 

指定期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とします。 

 ただし、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがありま

す。 

4 管理経費に関する事項 

施設の管理運営に要する経費については、市が指定管理者に支払う指定管理料と、指定管理

者が得る利用料金その他事業参加費等の実費収入をもって充てることとします。 

 利用料金制度を導入するため、施設の管理運営に要する経費から利用料金等収入見込み額を

差し引いた額を、毎年の予算の範囲内において指定管理者に毎月指定管理料として年１２回支

払います。 

 また、市が支払う指定管理料の金額及び支払方法については、指定管理者と市との間で締結

する協定書において定めます。 

 

(１) 指定管理料 

指定期間において、現在、市が想定している指定管理料の上限額は、次のとおりとしま

す。 

 市の想定額を下回る提案を行った応募団体が指定管理者となった場合は、その提案額を

もって市が支払う指定管理料の額とします。 

 なお、指定管理者の管理責任において生じた指定管理料の不足等に対し、市からの補てん

等の措置は行いません。 

 

指定管理料（上限額） ６６２，７３３千円（非課税）  

 （令和８年度 １２１，３５５千円） 

 （令和９年度 １２６，５６０千円） 

 （令和１０年度 １３２，６１７千円） 

 （令和１１年度 １３８，０９６千円） 

 （令和１２年度 １４４，１０５千円） 
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【指定管理料の内訳】   

滝野学童クラブ ２４９，６３０千円（非課税）  

 （令和８年度 ４５，７４４千円） 

 （令和９年度 ４７，６３３千円） 

 （令和１０年度 ４９，８００千円） 

 （令和１１年度 ５２，１２８千円） 

 （令和１２年度 ５４，３２５千円） 

牧の原学童クラブ ２１４，８５８千円（非課税）  

 （令和８年度 ３９，３２７千円） 

 （令和９年度 ４１，１０６千円） 

 （令和１０年度 ４２，９２３千円） 

 （令和１１年度 ４４，７３２千円） 

 （令和１２年度 ４６，７７０千円） 

牧の原第 2 学童クラブ １９８，２４５千円（非課税）  

 （令和８年度 ３６，２８４千円） 

 （令和９年度 ３７，８２１千円） 

 （令和１０年度 ３９，８９４千円） 

 （令和１１年度 ４１，２３６千円） 

 （令和１２年度 ４３，０１０千円） 

 

ア 指定管理料の提案額について 

指定管理料は、それぞれ上記の内訳のとおり設定しているため、指定管理料を提案す

る際は、滝野学童クラブ、牧の原学童クラブ及び牧の原第 2 学童クラブの内訳を示して

指定管理料を提案してください。 

なお、各学童クラブの上限額以内で指定管理料を提案してください。 

 

イ 人件費について 

今回の提案では、各クラブの定員数の入所、かつ、入所児童に特別な支援が必要な児

童がおり、１支援単位ごとに指導員の１人増配置（以下「加配指導員」という。）が必

要であることを想定した人員配置とするが、当該年度の入所児童数及び加配指導員の有

無により指定管理料の取り扱いを定めた年度協定を締結するものとします。また、統括

責任者に係る人件費は滝野学童クラブに含めて提案してください。人員配置については

仕様書「９ 実施体制に関する基準」を参照してください。 

 

ウ 消費税及び地方消費税について 

当該施設の業務は第二種社会福祉事業に該当するため、市が指定管理者に支払う指定

管理料にかかる消費税及び地方消費税は非課税となります。 

 

(２) 指定管理料に含まれる経費 

市が支払う指定管理料には次の経費が含まれています。 
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光熱水費等の実績等については、別紙 1 のとおりです。 

・人件費 

・施設管理費（修繕費（１件あたり税込み１０万円未満）、光熱水費、保守管理費、機械警備費等） 

・事務費（通信費、消耗品費等） 

・事業費（事業消耗品費、保険料等） 

・一般管理費 

(３) 剰余金の扱い 

各事業において、各年度の収支決算で発生した剰余金については、指定管理者に帰属する

ものとします。 

 

(４) 経費負担区分 

項目 内容 市 
指定管

理者 

施設の増改築、設備の更新 全て 〇  

施設等の修繕及び補修 
１件あたり１０万円以上（税込み） 〇  

１件あたり１０万円未満（税込み）  〇 

施設に付帯する土木工事 全て 〇  

器具備品類の修繕 
１件あたり１０万円以上（税込み） 〇  

１件あたり１０万円未満（税込み）  〇 

学童クラブ設置管理条例 

に基づく減免の費用負担 

生活保護法の規定による被保護世帯に

ついては全額、印西市就学援助費支給

規則に規定する準要保護世帯について

は半額、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律第６条第

8 項に規定する指定感染症の感染拡大

を防止する措置のため、クラブを１月

に開所する日数のおおむね半数を超え

る日数を利用しなかった児童の保護者

は全額を減免する 

 〇 

(５) 利用料金に関すること 

学童クラブ設置管理条例に基づき利用料金の額を設定しています。指定期間中に利用料金

の改定があった場合は、協議の上、指定管理料の見直しを行います。 

 

(６) 区分会計について 

本施設の管理業務に関する資金の収支については、団体の他の会計と区分して経理し、独

立した帳簿により管理してください。 

 また、団体本体とは独立した預金口座により管理するものとしてください。 

なお、学童クラブ毎に区分を分けて収支報告書を作成してください。 
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5 リスク分担 

管理業務の遂行に伴い発生するリスクの分担については、仕様書 別紙１「リスク分担表」

を参照してください。 

6 申請者の資格 

申請できるものは法人又はその他の団体（法人格は必ず必要ではありませんが、個人での申

請はできません。）とし、次の各号に全て該当するものとします。また、複数の法人又はその

他の団体により構成する共同事業体での申請も可能としますが、同一の法人又はその他の団体

が複数の共同事業体に参加することはできません。 

なお、共同事業体の場合、申請者の資格（７）については共同事業体の構成員のいずれか１

者が要件を満たしていれば申請することが可能です。 

(１) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の参加

者の資格）に規定する者に該当しない者。 

(２) 申請時において、印西市建設工事請負業者等指名停止措置要綱（平成２７年告示第６

９号）に基づく指名停止を受けていない者。 

(３) 電子交換所による取引停止処分を受けた場合は２年を経過している者、本申請に基づ

く審査時前６カ月以内に手形・小切手の不渡りをしていない者及び会社更生法（平成１

４年法律第１５４号）の適用申請をした者については、同法に基づく裁判所からの更生

手続き開始決定がされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用申

請をした者については、同法に基づく裁判所からの再生手続き開始決定がされている

者。 

(４) 印西市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成１９年告示第９５号）別表に掲げる措置

要件のいずれにも該当しない者。 

(５) 指定管理者の責めに帰すべき事由により、本市から、２年以内に指定の取消しを受け

ていない者。 

(６) 納税義務のある税を滞納していない者。 

(７) 事業運営が適切と認められる学童クラブ（学童保育所）、保育所、幼稚園、認定こど

も園のいずれかを経営又は経営を請け負っている者（過去５年以内に経営又は経営を請

け負っていた者を含む。）。 

7 スケジュール（予定） 

1) 募集要項配布 令和７年 8 月 1 日（金）～8 月 15 日（金） 

2) 募集に関する質問の受付 
令和７年 8 月 18 日（月）～8 月 22 日（金） 

午後５時（必着） 

3) 募集に関する質問の回答 令和７年８月 29 日（金）予定 

4) 施設見学会 令和７年 9 月 5 日（金） 
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5) 申請書類等受付 
令和７年 9 月 1 日（月）～令和７年 9 月 12 日（金） 

午後５時（必着） 

6) 書類審査 令和７年 10 月 

7) 指定管理者選定委員会（面接審査）

の開催 ※書類審査通過者のみ 
令和７年 10 月（後日お知らせします） 

8) 指定管理者選定委員会による選定

結果の通知 
令和７年 11 月（後日お知らせします） 

9) 指定管理者指定の議決 令和７年 12 月 

10) 指定管理者の指定通知 令和７年 12 月 

11) 協定の締結、業務の引継ぎ 令和８年 1 月～3 月 

12) 業務開始 令和８年 4 月 1 日（水） 

8 申請の方法 

(１) 募集要項の配布 

募集要項は、以下の期間及び方法で配布します。 

1) 配布期間 令和７年 8 月 1 日（金）～8 月 15 日（金） 

2) 配布方法 ①印西市ホームページからダウンロード 

②印西市教育委員会教育部生涯学習課（印西市大森

2364-2）にて平日午前 8 時 30 分から午後 5 時まで配布 

 

(２) 施設見学会 

以下のとおり施設見学会を開催します。 

1) 日時 令和７年９月 5 日（金）午前 9 時から 

2) 場所 印西市役所 大会議室 集合 

3) 内容 施設見学会 

4) 申込 

令和７年 9 月 3 日（水）午後３時までに下記までお申し込みく

ださい。事前の申し込みがない団体は参加できません。 

 印西市教育委員会教育部生涯学習課放課後児童支援係 

 電 話 ０４７６－３３－４７２９ 

 F a x ０４７６－４２－００３３ 

 E-mail syougaku@city.inzai.chiba.jp 

5) その他 

各団体２名までの参加とします。 

公募書類は配布しませんので、事前に入手し、ご持参くださ

い。 

日程については、必要に応じて変更または追加する場合があり

ます。 

http://#
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※見学会の参加につきましては、必須ではありません。 

 

(３) 募集に関する質問の受付及び回答 

募集要項や仕様書に関する質問は、以下のとおり受け付けます。 

1) 期間 令和７年 8 月 1８日（月）～8 月 22 日（金）午後 5 時（必着） 

2) 方法 

前項「施設見学会」の「申込」先あてに持参、ファックス又は電

子メールにより送付してください。 

※不着等防止のため、質問提出後に電話連絡をお願いします。 

3) 回答 

令和７年 8 月 29 日（金）午後 5 時まで（予定）に、市ホームペ 

ージに掲載します。 

ただし、競争性や提案の独自性により、公表することが当該団体

の不利益になると思われる事項については、質問団体のみに回答す

ることがあります。 

4) その他 

原則として質疑応答は文書によって行うものとし、質問書は日本

産業規格Ａ４サイズ、横書き、任意様式とします。 

日程については、必要に応じて変更または追加する場合がありま

す。 

 

(４) 申請書類等の受付 

指定管理者の指定を受けようとする団体は、次の書類を提出してください。 

1) 申請書類等 ① 印西市立学童クラブ指定管理者指定申請書（別記第１３号様式） 

② 指定管理者の指定を受けようとする公の施設の指定期間内における

管理運営に関する提案書 

・ 事業計画書 

・ 事業実施計画書 

・ 収支予算書 

・ 事業実施予算書 

③ 事業者に関する書類（写しの場合は原本証明をすること） 

1)定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書（全部事項証明書）

（法人以外の団体にあっては会則等） 

2)前事業年度及び前々事業年度の貸借対照表、損益計算書、利益処分

に関する書類及び財産目録（利益処分に関する書類及び財産目録は

株主資本等変動計算書等で代用可能） 

3)市税滞納有無調査承諾書（別記第１４号様式） 

4)納税証明書 

・国税：税務署発行の国税に未納がないことの証明（「納税証明書

その 3 の 3」） 

・都道府県税：事業者の本拠地の存する都道府県の納税証明書。 

千葉県の場合は「完納証明書」 
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5)身元証明書（法人は代表取締役、法人以外の団体にあってはその代

表者）※市区町村長が発行する破産していないことを証明する書類 

6)労働保険料納付証明書 

 直近年度分の労働局が発行する「労働保険料納付証明書」又は直近

１年分の保険料の領収書の写し等 

7)社会保険料納入証明書 

 直近年度分の歳入徴収官（厚生労働省年金局事業管理課長）が発行

する「社会保険料納入証明書」または直近１年分の保険料の領収書

の写し等 

8)ＩＳＯを取得している者は、登録証の写し 

9)誓約書 

申請者が募集要項に示す資格の全ての要件を満たし、かつ、提出書 

 類の内容について事実と相違が無いことや欠格事項に該当しないこ

となどを誓約する書類 

10)その他市長が必要と認める書類 

 ・共同事業体の場合、各事業者別に上記書類を提出するとともに、

共同連帯して施行することを目的とする協定書及び委任状 

※ 法人格を持たない団体や、決算期を迎えていない団体等の応募に

際しては、各団体等の実情に応じて、市と協議の上、一部の書類を

それに替わる書類とする又は省略することができるものとします。 

※１ 申請者において、募集要項で定めた事業計画書及び収支予算書の

要件を満たす書類を作成した場合は、これをもって当該様式に代え

ることができます。 

※２ 証明書類は、証明年月日が申請書提出時の３カ月以内のもので、

それぞれ発行官公署で定めた様式によるものを使用すること。 

なお、複写機による写しでも差し支えありません。証明書独自に

有効期限があるものについては、この限りではありません。 

2) 提出部数等  １６部 （正本１部・副本１５部） 

※ 1)の申請書類等の順に、糊づけ製本せずに、ファイル等に適宜綴

り、通しページ番号を記入してください。ファイルの表紙及び背表紙に

は、「印西市立学童クラブ（滝野・牧の原・牧の原第２）指定管理者指

定申請書」及び「申請団体名」を表示すること。 

 電子データ（提出書類毎の PDF ファイルを収めた CD-ROM 等）一

式 ※ファイル名は「P．〇␣提出書類名」とする。 

3) 提出期限 令和７年 9 月 12 日（金）午後 5 時（必着） 

4) 提出方法 ①郵送 

〒270-1396 千葉県印西市大森２３６４－２ 

印西市教育委員会教育部生涯学習課放課後児童支援係 

②窓口へ持参 

印西市教育委員会教育部生涯学習課放課後児童支援係窓口 

（受付時間 平日午前８時３０分から午後５時まで） 
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5) その他 ・ 提出場所へ持参、郵送又は信書便によるものとします。ただし、郵

送又は信書便による場合は締切日必着とし、不慮の事故による紛失又

は遅延については考慮しません。ファックス及び電子メールによる提

出は受け付けしません。 

・ 提出書類等の修正及び変更は、提出期間内に限り認めます。 

なお、提出期限後の修正及び変更は一切認めません。 

・ 市が必要と認める場合、追加書類の提出を求める場合があります。 

・ 申請に要する経費等は、全額を申請者の負担とします。 

・ 申請書類等は返却できません。 

・ 提出された申請書類等の著作権は作成団体に帰属します。ただし、

市は必要に応じ、申請書類等の一部又は全部を使用又は複写できるも

のとします。 

9 審査及び選定について 

(１) 評価の基準 

№ 
審査基準 
【大項目】 

審査項目 
【中項目】 

審査 

1 基本項目 

 

1 基本要件を満たしていること。 

 

 
・申請資格を満たしているか。 
 

 

 

・提出書類に虚偽の記載がないか。 

 

 

 
・指定管理料の上限を超えていないか。 
 

 

 

・審査の公平性を害する行為はないか。 
 

 

 審査基準 審査項目 
得点 

A B C 

2 

施設の公共

性の確保 
（１５点） 

 

 

2 市民の利用意識等に配慮した公共性の高いものであること。 
 

・放課後児童健全育成事業の役割を理解

した提案がされているか。 
5 3 1 

・児童の発達段階に応じた保育方針を持
っているか。 

5 3 1 

・障がいのある児童など配慮が必要な児
童への対応のための職員配置がとられ

ているか。 

5 3 1 
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3 

施設の有効

利用及び経

費の節減 
（５０点） 

 
3 事業計画の内容が当該施設の効果を最大限に発揮するものであ
ること。 

 

・施設を活かした特色のある提案となっ

ているか。 
5 3 1 

・設置目的を達成するための提案がされ

ているか。 
5 3 1 

 
4 利用者に対するサービス向上が見込まれること。 
 

・利用者にとって利用しやすく、居心地

の良い施設となるような提案がされて

いるか。 

5 3 1 

・利用者の意見・要望等を集め、運営に
反映させる提案がされているか。 

１０ ６ ２ 

 

5 価格評価 
 

 
・価格評価点 
 

15 12 9 6 3 

 
6 経費の積算が適切であること。 

 

・収支計画の根拠（積算）が明確で、適
切な提案となっているか。 

5 3 1 

・経費節減が図られた提案となっている
か。 

5 3 1 

4 

管理運営の
安定性 

（６０点） 

 

 
7 当該施設を安定して管理するための経営規模を有していること。  

 

 

・財政状況が適当であると認められるか。  
 

5 3 1 

 
8 事業者の実施体制が十分であると認められること。 
 

・事業計画に沿った事業展開のための適
切な人員配置が認められるか。 

10 6  

・職員の資質及び能力向上を図る取り組
みが提案されているか。 

10 6 2 

 

9 安全管理、危機管理体制が十分なこと。 
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・施設の特性に配慮した、日常の事故防

止等の安全対策は十分であると認めら

れるか。 

5 3 1 

・防犯及び災害対策など危機管理体制は

十分であると認められるか。 
5 3 1 

・事故や災害発生時の対応は適切である

と認められるか。 
5 3 1 

・個人情報を保護するための対策が十分

であると認められるか。 
5 3 1 

・登所及び退所（帰宅）の確認体制につ

いて、十分であると認められるか。 
5 3 1 

・アレルギーのある児童への対応策につ

いて、十分であると認められるか。 
5 3 1 

 

10 利用者対応が適切なこと。 

 

・トラブルや苦情への対策が十分である
と認められるか。 

5 3 1 

5 

その他施設
の特殊事情

によるもの 
（２０点） 

 

 
11 保育環境の向上について。 

 

・保護者との連携について、信頼関係を

構築する提案がされているか。 
5 3 1 

・小学校等関係機関との連携について、

積極的な体制構築の提案がされている
か。 

5 3 1 

・地域との良好な関係構築のための提案

がされているか。 
5 3 1 

・申請者の実績や専門性を活用した提案
があるか。 

5 3 1 

 

(２) 提案等の無効 

応募者が次に該当する場合は失格とする。 

ア 申請資格を満たさなくなった場合 

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

ウ 見積額が指定管理料の上限額を超えている場合 

エ 審査の公平性を害する行為があった場合 

オ 前各号に定めるもののほか、提案にあたり著しく信義に反する行為等、委員会が失格

に該当すると判断した場合 
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(３) 選定方法 

指定管理者選定委員会において、申請書類による審査及び当該審査通過者に企画提案（プ

ロポーザル）審査（面接審査）を実施します。企画提案審査は、採点基準を作成し行うもの

とし、価格評価を除く審査項目の合計点数の６０％以上の者のうち、申請者が単数の場合

は、その者を、申請者が複数の場合は、その者のうち最高得点者を指定管理者候補者として

決定します。 

なお、最高得点を得た事業者が２者以上となった場合には審査項目のうち配点が高く設定

されている重要項目の平均で最高得点を得た事業者を指定管理者候補者として決定します。

重要項目の平均においても同点の場合には、提案価格が最も低い事業者を指定管理者候補者

として決定します。企画提案審査は令和７年１０月に実施する予定です。日程については後

日ご連絡いたします。企画提案審査についての出席者は３名以内とし、審査時間は３０分

（説明１５分、質疑１５分）程度を予定しています。 

なお、審査資料の追加やプロジェクター等の使用はできません。 

 

(４) 指定管理者候補者選定の結果 

選定の結果は全ての申請者へ文書で通知するとともに、申請者名及び審査結果の概要等を

市ホームページで公開します。 

10 協定に関すること 

(１) 指定管理者の指定 

令和７年第４回印西市議会定例会に上程し、議会の議決後、指定管理者へ文書で通知し

ます。 

なお、市議会が議決しなかった場合又は否決した場合においても、申請者が本指定管理

業務を実施するために支出した費用（準備行為を含む。）、提供したノウハウの対価等に

ついては、一切補償しませんのでご了承ください。 

 

(２) 協定の締結 

指定管理者の指定を受けた団体は、申請書類等に記載された提案内容を基に細目協議を

行った上、本施設の管理及び運営に関する協定を締結します。協定の主な内容は、次のと

おりです。 

ア 基本協定 

・総則（趣旨、指定期間等） 

 ・業務の範囲に関すること 

 ・業務の実施に関すること 

・備品等の扱いに関すること 

 ・事業報告に関すること 

・指定管理料及び利用料金等に関すること 

 ・損害賠償及び不可抗力に関すること 

 ・指定の取消に関すること 

 ・指定の終了に関すること 
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 ・その他 

イ 年度協定 

・年度協定の目的 

・業務内容の確認 

・指定管理料等（加配指導員に関する事項を含む。） 

＊ 協定書の締結にあたっては、その内容により印紙の貼付が必要になる場合があ

ります。印紙の要否については、国税であるため税務署に確認していただきます

ようお願いします。 

11 モニタリング 

指定管理者は、随時、利用者等の意見や要望を把握し、運営に反映させるよう努めるととも

に、利用者アンケートなどを実施するものとします。 

また、市は、指定管理者の業務の遂行状況を確認するため、必要と認めたときに現地調査を

行うものとし、指定管理者は市の調査に協力するものとします。 

（１）業務の履行状況の確認 

① 事業及び業務の履行状況 

  ・基本的事項（開所時間、休所日） 

  ・利用許可状況（申請管理、受付体制） 

  ・施設の利用状況（利用者数、稼働率等） 

  ・事業の実施状況（開催内容、参加者実績等） 

・実施体制（職員配置、緊急時対応、保険加入、苦情対応、個人情報管理等） 

② 施設の維持管理状況 

  ・清掃管理、設備管理、環境衛生管理、保安警備、廃棄物処理業務 

  ・備品管理・購入状況 

（２）サービスの質に関する評価 

① 基本的事項（接客態度、個人情報管理、広報物の内容等） 

② 利用者の満足度（事業実施状況の円滑さ、苦情対応等） 

（３）サービス提供の継続性、安定性に関する評価 

① 施設運営、事業収支の状況（収入状況、支出状況等） 

  ② 指定管理者の経営状況（監査報告、貸借対照表、損益計算書等） 

12 指定の取り消し等 

学童クラブ設置管理条例の規定より、次に該当する場合は指定管理者の指定を取り消し、又

は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じることがあります。 

なお、この場合において指定管理者に損害が生じても、市はその賠償の責めを負いません。 

(１) 本施設の管理の適正を期するために市が指定管理者に対して行う指示に従わないと

き。 

(２) その他指定管理者の責めに帰すべき理由により管理を継続することができないとき。 
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その他、指定の取り消し及び管理業務の停止に伴う指定管理料の返還や違約金に関する事項

等については、協定により定めます。 

13 その他 

(１) 事前準備 

指定期間開始の日から直ちに管理運営事務を円滑に遂行できるよう準備するものとし、こ

のときの人件費、事務費、研修費等の準備経費は指定管理者が負担するものとします。 

また、市議会が議決しなかった場合又は否決した場合も、市はその経費を補償しないもの

とします。 

(２) 事業の継続が困難となった場合の措置 

ア 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、市は指

定の取り消しをすることができるものとします。その場合は、市に生じた損害は指定管

理者が賠償するものとし、指定管理者は、指定の取り消し及び管理業務の停止を命じら

れた場合には、指定管理料の返還及び違約金として指定管理料総額の１０分の１に相当

する額を市が指定する期間までに支払うものとします。 

また、次の指定管理者が円滑に管理運営業務を遂行できるよう、十分な引継ぎを行う

ものとします。 

イ 不可抗力等の場合 

不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、業務の

継続が困難になった場合、業務継続の可否について協議するものとします。 

協議が整わないときには、それぞれ、事前に文書で通知することにより協定を解除で

きるものとします。なお、次の指定管理者が円滑に管理運営業務を遂行できるよう、十

分な引継ぎを行うものとします。 

ウ 指定期間終了後の引継ぎ 

指定管理者は、指定期間が終了するとき又は指定が取り消されたときは、速やかに原

状回復するとともに次の指定管理者が円滑に管理運営業務を遂行できるよう、十分な引

継ぎを行うものとし、その引継ぎに要する経費はそれぞれの指定管理者が負担するもの

とします。また、市議会が議決しなかった場合又は否決した場合も、市はその経費を補

償しないものとします。 

特に、次期指定管理者の指定期間の施設の利用予約にかかる引継ぎに関しては、遺漏

がないよう十分注意することとします。 

エ  指定管理者候補者を指定管理者として指定する前に、指定管理者候補者が申請資格を

欠くこととなったとき、又は財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認めら

れるとき、若しくは社会的信用を著しく損なうなど指定管理者としてふさわしくないと

認められるときは、協定を締結しない又は解除し、指定管理者の指定を行わないことが

あります。 
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オ  指定管理者の指定後に、指定管理者が申請資格を欠くこととなったとき、又は財務状

況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められるときは、指定管理者の指定を取

り消し又は業務の全部若しくは一部の停止を命じることができるものとします。 

（３）その他 

 アフタースクール事業を展開することが想定されており、学童クラブと併せて放課後子ど

も教室等の提案をできることが望ましい。 



別紙１

　各クラブの各年度の保育料収入は以下のとおり見込む。

定員110人 保育料 7,174,000 円

定員80人 保育料 5,321,000 円

定員80人 保育料 5,321,000 円

【滝野学童クラブ】

毎年算入 機械警備 13,200 円

一般廃棄物収集 2,000 円

消防用設備点検 15,000 円

特定年度のみ 令和8年度・令和11年度 空調機室内外機清掃（薬品洗浄）3組

【牧の原学童クラブ】

毎年算入 水道料金 4,900 円

下水道料金 4,900 円

機械警備 16,300 円

一般廃棄物収集 2,000 円

消防用設備点検 15,000 円

特定年度のみ 令和9年度・令和12年度 空調機室内外機清掃（薬品洗浄）4組

令和10年度 新畳替え・畳表替え（古畳処分含む）4.5畳

【牧の原第２学童クラブ】

毎年算入 水道料金 0 円

下水道料金 0 円

機械警備 21,400 円

一般廃棄物収集 2,000 円

消防用設備点検 30,000 円

受水槽清掃 84,000 円

特定年度のみ 令和10年度 空調機室内外機清掃（薬品洗浄）8組

令和10年度 新畳替え・畳表替え（古畳処分含む）9畳

（注1）

入院日額(180日限度） 4,000円

1,500円

（月額・税込み）

（年額・税込み）

（年額・税込み）※牧の原第２学童のみ

死亡

後遺障害（最高）

・保育料について

（月額・税込み）

・事務費について

滝野学童クラブ

牧の原学童クラブ

・施設管理費（光熱水費及び特定年度に係る経費）について

（月額・税込み）

（月額・税込み）

（年額・税込み）

（月額・税込み）

（年額・税込み）

各クラブの保育料

牧の原第2学童クラブ

（月額・税込み）※牧の原学童クラブにて一括支払い

（月額・税込み）※牧の原学童クラブにて一括支払い

（月額・税込み）

（月額・税込み）

　インターネット回線使用料、電話料金及びその他一般事務費

事故の日から180

日以内 通院日額(30日限度）

突然死葬祭費用保険支払限度額

3,000万円

4,500万円

・事業費について

以下の保険金額を満たす傷害保険とすること。

　傷害保険（注1）・バス料金（滝野学童クラブ６００，０００円/年、牧の原学童クラブ４００，０００円/年、牧の原

第２学童クラブ４００，０００円/年）・指導員質向上等研修講師謝礼金（各クラブ100,000円/年）・その他消耗品費

180万円

賠償責任保険支払限度額

（免責金額なし）

対人・対物賠償合算1事故5億円

ただし、対人賠償は1人1億円

（月額・税込み）
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第１３号様式（第１１条） 

印西市立学童クラブ指定管理者指定申請書 

 

年  月  日   

 

   （あて先）印西市長 

 

申請者               

所在地               

団体名               

代表者職氏名            

連絡先（電話番号）         

 

 

  クラブに係る指定管理者の指定を受けたいので、印西市立学童クラブの設置及び管理に関する条例施行

規則第１１条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 １ 指定を受けようとする施設 

 

    印西市立学童クラブ（滝野・牧の原・牧の原第２） 
 

 ２ 指定を受けようとする期間 

 

    令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

 

 ３ 添付書類 

 (1) 事業計画書、事業実施計画書、収支予算書及び事業実施予算書 

 (2) 定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書（全部事項証明書）(法人以外の団体にあっては、会

則等) 

  (3) 前事業年度及び前々事業年度の貸借対照表、損益計算書、利益処分に関する書類及び財産目録 

  (4) 市税滞納有無調査承諾書 

 (5) 納税証明書(国税及び都道府県税) 

  (6) 身元証明書(法人は代表取締役、法人以外の団体にあっては、その代表者のもの) 

  (7) 労働保険料納付証明書 

  (8) 社会保険料納入証明書 

   (9) ＩＳＯを取得している者は、登録証の写し 

 (10) 誓約書 

(11) その他市長が必要と認める書類 
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事 業 計 画 書 

  

印西市立学童クラブ（滝野・牧の原・牧の

原第２） 

団体名  

代表者名  設立年月日 年  月  日 

団体所在地  

電話番号  ＦＡＸ番号  

Ｅ―ｍａｉｌ  

障がい者雇用 
法定雇用率について（満たしている・満たしていない・該当しない） 

雇用している場合の雇用人数（      人）本年６月１日時点 

 

現在運営している 

類似施設 

（当該施設を含む） 

所在地 主な業務内容 管理運営期間 

    

自  年  月  日 

至  年  月  日 

    

自  年  月  日 

至  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自  年  月  日 

至  年  月  日 
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１．施設の公共性の確保 

（１）管理運営の基本方針 

  施設の設置目的を踏まえて、管理運営の基本方針を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）利用者の平等利用の確保 

  利用者の平等な利用や障がい者等の社会的弱者への配慮などについて、考え方や取り組み等を

記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

21 

 

２．施設の有効利用及び経費の節減 

（１）施設運営計画 

施設の有効利用を図るための他機関との連携や、利用促進の取り組みなどを記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設の維持管理 

施設の維持管理について、仕様書の内容等を踏まえ、日常的な施設管理の考え方や維持管理業務

の実施概要等を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）サービス向上の方策 

利用者に対するサービス向上の方策や、施設で実施する講座、イベント、事業等（以下、講座等）

を記載してください。なお、講座等の詳細は、事業実施計画書に記載してください。 
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（４）利用者要望の把握や反映の仕組み 

利用者等の意見や要望の把握方法と運営や事業等への反映の仕組み等を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）積算の考え方と経費節減の方策 

収支予算書の積算の考え方と経費節減の方策について、記載してください。 
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３．管理運営の安定性 

（１）職員配置計画 

  職員の雇用や配置についての考え方や下表の人数等を記載してください。また、指揮命令系統が

わかる組織図等を記載してください。 

 

【滝野学童クラブ】 

職種 
配置人数 左記配置のための雇用人数

（常勤○人・非常勤○人） 常勤 非常勤 計 資格の保有状況（予定） 

統括責任者      

主任学童保育指導員      

学童保育指導員      

加配指導員      

 

【牧の原学童クラブ】 

職種 
配置人数 左記配置のための雇用人数

（常勤○人・非常勤○人） 常勤 非常勤 計 資格の保有状況（予定） 

主任学童保育指導員      

学童保育指導員      

加配指導員      

 

【牧の原第２学童クラブ】 

職種 
配置人数 左記配置のための雇用人数

（常勤○人・非常勤○人） 常勤 非常勤 計 資格の保有状況（予定） 

主任学童保育指導員      

学童保育指導員      

加配指導員      

 

 

※「資格の保有状況（予定）」欄は、仕様書や法令等で必要な資格の定めがある場合は、必ず記載してください。また、

定めがない場合でも、管理運営に資する資格者の配置を予定している場合には、必要に応じて記載してください。 
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【組織図等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）職員の研修計画等 

  職員の研修計画や人材育成の考え方等について、記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）安全管理対策 

日常の事故防止対策や防犯及び災害対策について、記載してください。 
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（４）事故や災害発生時の対応 

  事故や災害が発生した際の連絡体制や初動対応等の対応方針を記載するとともに、本年度の前年

度以前３年間の業務の安全成績について、下表に記載してください。 

 

年

度 

利用者 

延べ人数

(人) 

事故発生

件数(件) 
死亡(人) 重症(人) 軽傷(人) 

事故発生

率(％) 

左記に対する 

原因と改善策 

        

        

        

※人数及び件数については、貴者が運営する全ての類似施設の件数等を記載してください。 

※事故発生率（％）＝〔死亡（人）＋重症（人）＋軽傷（人）〕÷利用者延べ人数（人）×100（％） 

 

 

（５）個人情報保護の措置 

個人情報保護についての方針や保護体制、職員教育等について記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）トラブルや苦情についての対応 

トラブルや苦情を未然に防ぐ方策と、発生した場合の対応や体制について記載してください。 
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（７）その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他施設の特殊事情等によるもの 

（１）地域との連携、他施設との連携について記載してください。 
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事業実施計画書（  年度） 

○実施を予定している各種講座、イベント、事業等を記載してください。 

事業（講座等）名 目 的 ・ 内 容 等 実施時期・回数 

   

   

   

   

※ 年度毎に作成してください。（指定申請期間の毎年度の事業実施計画が同じ場合は１枚の提出で可） 



1 収入の部 （単位：千円）
金　額 内訳等 備　　　考

0

2 支出の部 （単位：千円）
小項目 金　額 内訳等 備　　　考

人件費 常勤職員①

常勤職員②

非常勤職員①

非常勤職員②
法定福利費（事業者負担分）

0

運営費 旅費

消耗品費

研修費

通信運搬費

印刷製本費

施設賠償責任保険料

リース料

備品購入費

租税公課

0

事業費 講師謝礼

材料費等

保険料（講座等用）

0

施設管理費 光熱水費

清掃委託費

設備保守管理費

修繕費

0

0

3 収支差額 （単位：千円）

0

※年度ごとに作成してください。（指定期間の各年度の収支予算が同じ場合は1枚の提出で可）

※人件費には、給与、賞与、各種手当、法定福利費等を計上してください。

※租税公課には、印紙税や仕入税額控除後の消費税額等を計上してください。

※一般管理費は、本社経費や利益相当額を計上してください。

※該当する項目の収入や支出が無い場合は「0」とし、欄が不足する場合は、適宜行を追加してください。ただし、収支予算書が
１ページに収まるようにしてください。

（小計）

（小計）

一般管理費

支出合計（B）

収入合計（A）-支出合計（B)
（収支差額が発生する場合の取扱いを記載）

（小計）

印西市立学童クラブ（滝野・牧の原・牧の原第２)の管理運営に関する収支予算書（　　　年度）

施設名称

項　　　　　目

指定管理料

利用料金

講座等参加費

収入合計（A）

大項目

（小計）
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事業実施予算書（  年度） 

○事業実施計画書に記載した各種講座等の収支計画を記載してください。 

単位 千円 

事業（講

座等）名 

事業（講座等）実施予算 

募集人数 
収支 

(① －②) 

収 入…① 支 出…② 

１人当たり参加費 
指定管理料

充 当 分 
参 加 費 講師謝礼金 材料費等 そ の 他 

        

 

        

 

        

 

        

 

        

 

        

 

 

計 

       

※ 年度毎に作成してください。（指定申請期間の毎年度の事業実施予算が同じ場合は１枚の提出で可） 
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第１４号様式（第１１条） 

 

 

市 税 滞 納 有 無 調 査 承 諾 書 

 

 印西市立学童クラブ（滝野・牧の原・牧の原第２）の指定管理に係る参加申請

に伴い、印西市市税（延滞金を含む。）滞納の有無を調査されることを承諾しま

す。 

 

 

年  月  日 

 

（あて先）印西市長 

 

 

 

   申請者  所在地又は住所 

        商号又は名称 

                            代表者職氏名                

  電話番号 
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誓 約 書 

 

 年  月  日 

 

（あて先）印西市長 

 

申請者 

                      所在地 〒 

                      団体名 

                      代表者名 

                      連絡先（電話） 

 

印西市立学童クラブの指定管理者の指定の申請にあたり、下記申請資格を満たしてお

り、提出書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。 

 また、下記事項について疑義が生じた場合は、市長の指示に従い関係書類を速やかに

提出すること及び必要な確認、調査その他情報の収集を行うことを誓約します。 

 

記 

 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の

参加者の資格）に規定する者に該当しない者。 

（２）申請時において、印西市建設工事請負業者等指名停止措置要綱（平成２７年告示

第６９号）に基づく指名停止を受けていない者。 

（３）電子交換所による取引停止処分を受けた場合は２年を経過している者、本申請

に基づく審査時前６カ月以内に手形・小切手の不渡りをしていない者及び会社更

生法（平成１４年法律第１５４号）の適用申請をした者については、同法に基づ

く裁判所からの更生手続き開始決定がされている者又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）の適用申請をした者については、同法に基づく裁判所からの再

生手続き開始決定がされている者。 

（４）印西市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成１９年告示第９５号）別表に掲げ

る措置要件のいずれにも該当しない者。 

（５）指定管理者の責めに帰すべき事由により、本市から、２年以内に指定の取消を

受けていない者。 

（６）納税義務のある税を滞納していない者。 

（７）事業運営が適切と認められる学童クラブ（学童保育所）、保育所、幼稚園、認定

こども園のいずれかを経営又は経営を請け負っている者（過去５年以内に経営又

は経営を請け負っていた者を含む。） 


